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先週から始まった臨時国会だが、総理大臣の所信表明演説が参議院でなされず、代表質問も衆議院だけで、何と異例中の異例の措置とされている本会議での緊急質問をするということで、ようやく始まった。これで参議院の総理に対する問責決議問題の決着がついたのなら良いのだが、まだまだ尾をひきそうな予感がしてならない。とはいえ、自民党の方針転換によって、衆議院では財政金融委員会での「特例公債法案」の審議が始まりそうであり、なんとか日本版「財政の崖」をクリアーできそうな雰囲気が出始めている。責任政党としての自覚が出てきたことは歓迎すべきことではあるが、果たしマイナンバー法案の行方はどうなるのだろうか。

□薬師寺克行『証言　民主党政権』(講談社刊)が興味深い
　さて読書の秋であり、最新の図書コーナーを眺めていたら『証言民主党政権』という表題で講談社から出版されているのが目に付き、早速購入して読んでみた。著者というより対談を引き受けられた薬師寺克行東洋大学教授が、結党から政権運営まで8人の政治家からのオーラルヒストリーが記述されていて実に興味深い。その8人とは、菅直人、岡田克也、枝野幸男、前原誠司、北沢俊美、松井孝治、福山哲郎、片山善博というまことに個性的な政治家ばかりである。惜しむらくは、鳩山由紀夫、仙谷由人、藤井裕久氏あたりまで広げられていれば、申し分がないと思うのは小生だけではあるまい。この本だけでも300ページ近い大著なのだが、電子版の方はもっとボリュームが多くあるという。できれば電子版に挑戦して、民主党政権を担ってきた政治家たちの生の声をより広く知り、何が今日の体たらくをもたらしているのか理解したいと思う。
□マニフェスト財源問題の興味深いやり取り
　そうした中で、一番興味深かった問題はマニフェスト選挙と言われるものの実態であり、とくに財源問題である。明らかに2003年総選挙から04年参議院選挙、05年総選挙までと、小沢一郎氏が代表になられて以降06年のマグナカルタから07年参議院選挙、そして09年の総選挙で勝利をして政権交代に至るのだが、小沢代表時代に財源問題に対する無責任さへの転換が、多くの証言者から指摘されている。この点では、厳しい批判を08年8月号の『中央公論』誌上で展開されていた前原元代表は、「『じゃあ、お前は体を張って反対したのか』と言われれば、そこまではしていません。だから最後にできたものについては共同責任を負っている。そこは絶対に私は逃げてはいけない‥。」(49ページ)と主張されている。また、政権獲得後も閣内にあって執拗に「私は閣僚懇で『マニフェストには207兆円の予算組み替えで財源を捻出すると書いてあり、それをみんなで一緒にやると言っていたのにやっていないじゃないか』ということを何度も言いました。検証チームを作ることも何度も言ったんです。」(58ページ)と発言されている。この点については、問題意識は共有されていたものの、「それをマネージする人が最後まで決まらなかった。」ようで、統治能力が不足していたとしか言いようがない。本来であれば、作成時の政策調査会長である直嶋経済産業大臣や平野官房長官、菅国家戦略担当大臣の仕事なのだろう。もっとも、鳩山内閣時代ならそうなのだろうが、担当大臣が頻繁に変わっており、このような要求に応えるどころではなかったのかもしれない。
□松井孝治元官房副長官のヒアリングは出色である
　一番興味深いやり取りと思ったのは、松井孝治参議院議員のヒアリングである。松井議員は、当選して野党時代から政権交代に向けてどのように統治機構を改革していくべきなのか、精力的に発言され、まとめてこられたキーマンであった。鳩山内閣では官房副長官として「影の総理大臣」とも揶揄されるぐらい実力を発揮された方であり、このヒアリングの中でも内容面でも鋭く問題提起されており、異彩を放っている。村山政権や橋本政権時代に官邸で経験されたことが大いに役立ったのだろう。その松井議員が、2007年の参議院選挙で再選されるべく選挙活動に専念されていたために、06年のマグナカルタや07年の参議院選挙のマニフェストにはタッチされていなかった。ただ、15.3兆円にも及ぶ財源について、どうしてこのような財源が無駄を省いたりして出てくるのか、仲の良かった当時の松本剛明政策調査会長に次のように質している。
　　「談合・天下りの根絶で1.3兆円、補助金の一括交付金化等で6.4兆円、特殊法人・独法・特別会計等の原則廃止で3.8兆円とか、こんなお金、どうやったら出てくるんですかと聞いた覚えがあります。・・・。」
　　「-----松本さんは何て答えるんですか。」
　　「松井 それぞれちゃんと積算根拠がありますということでした。そう言われてもちょっとね‥…。松本さんの人格も政治姿勢も信頼するだけに・・・・。いろいろあったんでしょう。」(228ページ)
　松井議員は、この07年マニフェストが一番問題で、当時の代表であった小沢氏の責任はもちろんだが、同僚である松本剛明氏の責任も指摘している。つまり、07年の15.3兆円が09年の16.8兆円に引き継がれ、「政権交代が銭勘定の話になってしまった」と総括されている点が興味深い。
□2007年参議院選挙勝利の際、問題提起したのだが
　ここで、ちょっと自分事になるのだが、2007年当時次の内閣で経済・財政担当大臣をしていたのだが、参議院選挙で大勝した後の次の内閣で、「今度の選挙はマニフェストで勝ったと言えるのだろうか。消えた年金記録や絆創膏大臣など、敵のエラーで勝利したのではないか。特に、マニフェストの財源15.3兆円は、もう一度ブラッシュアップする必要があるのではないか」という趣旨の発言をしたことを記憶している。当時の代表代行の菅直人議員や鳩山幹事長は何も答えず、言いっぱなしで終わってしまった。その会合が終わった後で、松本政調会長が自分のところに寄ってきて、「長妻さんが年金記録問題を取り上げるよう、小沢代表が指示していたのだ」という趣旨の発言をされたのだが、松井議員が指摘している点や小生が問題提起した財源問題についての答えはいただけなかったのだ。
□マニフェストと言えば、年金制度改革問題が欠けている
　このオーラルヒストリーの中では、マニフェストの財源問題だけでなく、政権交代時の移行過程にやるべき課題がなぜうまく機能しなかったのか、興味の尽きない課題が満載されているのだが、何故かマニフェストで一番重要な年金制度改革の問題についてのヒアリング内容がないのだ。民主党がスウェーデンにまで出向いて年金制度の調査を実施し、税による最低保障年金(月額7万円)と保険制度による所得比例年金を組み合わせて、例外なくすべての国民に適用しようとした制度改革案なのであるが、2003年度のマニフェスト以来、ポンチエは出ても一向にその詳細が明らかにならなかったもので、政権交代に向けて自民・公明政権を激しく攻撃してきた武器になったものである。にもかかわらず、政権交代をしても、未だにその詳細は明確になっておらず、今後発足するであろう社会保障制度改革国民会議で論議されることになっているものである。おそらく民主党野田政権としては、年金改革の旗は降ろさない、と明言されているわけで、来るべき総選挙でも依然としてポンチエのままで年金改革案として提起され続けるのだろうか。この年金改革問題について、一番の責任者は野党時代の年金問題の責任者であった古川元久前国家戦略担当大臣なのだろうが、マニフェストの作成にタッチしてきた方々にも大いなる責任があることも間違いない。薬師寺克行教授は、なぜ年金制度改革にスポットを当てなかったのか、残念でならない。願わくは、まだまだお聞きしたい方々から、しっかりとヒアリングをして、民主党の政権交代とは何であり、何が問題であったのか、より明確にしていく必要があろう。
□石水喜夫教授にお詫びを
　ここでお詫びを申し上げたい。第58号の中で、石水喜夫京大教授の書かれた『現代日本の労働経済』について、市場主義経済学と同列視するかのような表現で、労働組合や社会民主主義政治勢力に対する批判をされていると紹介した件について、自分の過去に対する思い込みを混同して書いたものであり、著者自身がそのような趣旨で書かれたものではないことを明確にし、お詫びを申し上げたいと思います。自分の思いと著者の書かれたものとを明確に区分して正しく判断するよう、今後とも反省していきたいと思います。
改めて、著者石水喜夫教授に、こころよりお詫びを申し上げたいと思います。
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